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第 １４ 号 

専決処分の報告及び承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した事

件について、同条第３項の規定により次のとおり報告し、承認を求める。 

  令和４年６月３日提出 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

専第 ４３ 号 

熊本県税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 熊本県税条例等の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

  令和４年３月３１日専決 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

熊本県税条例等の一部を改正する条例 

 （熊本県税条例の一部改正） 

第１条 熊本県税条例（昭和２９年熊本県条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

  第３９条第１項第１号中「及び第３号」を「から第４号まで」に改め、同号イ中「第

７２条の２４の７第６項各号」を「第７２条の２４の７第７項各号」に改め、同項第２

号中「ガス供給業（」を「ガス供給業のうち」に、「以外のもののうち、同条第１０項

に規定するガス製造事業者及び電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法

律第４７号）附則第２２条第１項に規定する旧一般ガスみなしガス小売事業者（同項の

義務を負う者に限る。）以外の者が行うものを除く。以下この節において同じ。）」を

「（以下この節において「導管ガス供給業」という。）」に、「及び貿易保険業」を「 

並びに貿易保険業」に改め、同項に次の１号を加える。 

(4) ガス供給業のうち、ガス事業法第２条第１０項に規定するガス製造事業者（同

法第５４条の２に規定する特別一般ガス導管事業者に係る同法第３８条第２項第４

号の供給区域内においてガス製造事業（同法第２条第９項に規定するガス製造事業

をいう。）を行う者に限る。）が行うもの（導管ガス供給業を除く。第４１条にお

いて「特定ガス供給業」という。） 収入割額、付加価値割額及び資本割額の合算

額 

第４１条第１項中「ガス供給業」の次に「（導管ガス供給業及び特定ガス供給業に限

る。）」を加え、「第４項」を「第５項」に改め、同項第１号ウ中「次の表の左欄に掲

げる金額の区分により各事業年度の所得を区分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲げ

る率」を「各事業年度の所得に１００分の１」に、「計算した金額を合計した」を「得

た」に改め、同号ウの表を削り、同条第２項中「ガス供給業」を「導管ガス供給業」に

改め、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「のもの」の次に「（第３９条第１
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項第１号アに掲げる法人を除く。）」を加え、同項第１号を削り、同項第２号を同項第

１号とし、同項第３号中「その他」を「特別法人以外」に改め、同号を同項第２号とし、

同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 特定ガス供給業に対する事業税の額は、次に掲げる金額の合計額とする。 

(1) 各事業年度の収入金額に１００分の０．４８を乗じて得た金額 

(2) 各事業年度の付加価値額に１００分の０．７７を乗じて得た金額 

(3) 各事業年度の資本金等の額に１００分の０．３２を乗じて得た金額 

第４３条第１項中「同項第３号アに掲げる法人」の次に「若しくは同項第４号に掲げ

る事業を行う法人」を加え、「資本割又は同号イ」を「資本割又は同項第３号イ」に改

める。 

第５２条第５項中「第７３条の１４第１１項から第１３項まで」を「第７３条の１４

第１２項から第１４項まで」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１

項を加える。 

５ 課税地を管轄する広域本部長は、前項前段又は同項後段の申告がなかった場合にお

いても、当該住宅の取得が第１項又は第３項に規定する要件に該当すると認められる

ときは、前項の規定にかかわらず、第１項又は第３項の規定を適用することができる。 

第５６条第３項中「第７３条の１４第５項から第１４項まで」を「第７３条の１４第

６項から第１５項まで」に改める。 

第５９条第６項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５

項の次に次の１項を加える。 

６ 課税地を管轄する広域本部長は、前項前段又は同項後段の申告がなかった場合にお

いても、当該土地の取得が第１項から第３項までに規定する要件に該当すると認めら

れるときは、前項の規定にかかわらず、第１項から第３項までの規定を適用すること

ができる。 

 第６３条第２項中「第７３条の１４第６項」を「第７３条の１４第７項」に改める。 

附則第６条の３中「同条第４項第２号」を「同条第５項第１号」に改める。 

附則第６条の７及び第７条中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改 

める。 

 （熊本県税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 熊本県税条例の一部を改正する条例（令和２年熊本県条例第３１号）の一部を次

のように改正する。 

  第２条のうち、第３８条の改正規定中「同条第６３項」を「同条第６５項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の熊本県税条例（以下「新条例」という。）の規定中法人

の事業税に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始

する事業年度に係る法人の事業税について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る

法人の事業税については、なお従前の例による。 

３ 新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、施行日以後の不動産の取得に対して課

すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する不動産取

得税については、なお従前の例による。 

 


